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1.  はじめに 

 

相模トラフや南海トラフ沿いの巨大地震など，設計

レベルを超える地震動を想定する場合には，構造部材

に深刻な損傷が発生することを考慮し建物挙動を評価

することが重要である。鋼構造建物が極大地震を受け

た場合，ラーメン架構であれば梁部材端部の局部座

屈・フランジ破断や柱部材端部の局部座屈による耐力

劣化などが懸念される。また，ブレース架構であれば

ブレース部材の座屈（全体座屈，局部座屈）およびそ

れに伴う破断が生じる懸念がある。ブレース架構に関

して，部材の座屈や破断などの損傷挙動を評価できる

部材モデルの提案は既往研究 1)-5)などで行われており，そ

のモデルを骨組モデルに組み込んだ解析による極大地

震時の応答挙動評価も行われている 3),6),7)など。しかし，

立体骨組解析事例はほとんどなく，3成分同時入力を想

定した入力地震動の設定方法や，そのばらつきを考慮

した耐震性能評価方法は確立されていない。 

上記を踏まえ，本報告では，鋼構造ブレース架構を

対象に，多数の入力波を想定した立体骨組モデルによ

る地震応答解析結果から，フラジリティ評価を行った

事例を報告する。解析モデルは，文献 4),5)で提案され

た部材の座屈・破断を考慮できる部材モデルを搭載し

た立体骨組モデルを用いる。入力条件は，断層モデル

による 3 成分が紐づいた入力波群を想定し，地震動特

性によるばらつきを考慮する。建物の損傷は，構造ブ

レース部材の損傷度を指標として定義し，部材ごとの

フラジリティを評価する。 

 

2.  対象建物 

 

3層の鋼構造ブレース架構を対象とした。対象架構外

観と部材配置を図-1，図-2 に示す。X方向は 7 スパンで

あり，X1 通り～X5 通りは 3 層で Y 方向 3 スパン，X5 
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図-1 対象架構外観と部材配置 

Fig.1  Appearance and member arrangement of target frame 
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通り～X8 通りは 2 層で Y 方向 2 スパンとなっている。

柱および梁は外周部のみで内部は大空間となっており，

屋上は Y 方向にロングスパントラス梁がかかっている。

部材配置は図-1，図-2 に示す通りであり，全て H 形鋼

（SS400 あるいは SM490A）で構成される。部材断面設

計においては，材料強度を基準強度の 1.05 倍と想定し，

ルート 3（保有水平耐力計算）に基づき保有水平耐力の

余裕度（Qu/Qun）が 2.0 程度となるように設計した。な

お，ブレースは両端剛接合と想定し，座屈長さは材長

/2 としている。表-1 に，各層の重量と Qu/Qunを示す。 

 

3.  解析モデル 

 

 ブレース架構の終局挙動を評価するにあたって，主 

要な破壊モードであるブレース部材の座屈・破断を評

価できる解析モデルを用いる。 

 解析モデルは，部材を線材置換した立体骨組モデル

とし，軸力と曲げを受ける柱・梁などの部材はビーム

要素（軸，せん断，曲げおよびねじり方向の変形を考

慮できる要素）で，軸力のみを受けるブレースなどの

部材はトラス要素（軸方向の変形のみを考慮する要素）

でモデル化する。 

軸力のみを受けるトラス要素の復元力特性は全体座 

屈の影響を考慮できる修正柴田・若林モデル 4)とする

（図-3 参照）。部材の破断条件は，文献 4)に示す方法に

倣い，要素の軸変形量から局部ひずみを換算し，その

平均値と累積値を疲労破断曲線に照らし合わせ破断判

定を行う。破断と判定された部材は，一定の遷移時間

を与えた上で軸力を 0 に収束させる。 

 軸力と曲げを受けるビーム要素は，それぞれの応力

のインタラクションを考慮できるファイバーモデルと

する（図-4 参照）。具体的には，H 形鋼を，フランジ各

6 本，ウェブ 4 本，計 16 本のファイバーで構成する 5)。

各ファイバーの復元力特性は，局部座屈による劣化を

考慮できるモデル 5)とし，ファイバーの軸ひずみを疲

労破断曲線に適用して破断判定を行う。軸方向の積分 

表-1 対象架構諸元 

Table 1  Target frame specifications 

 
重量

[kN] 

Qu/Qun 

X 方向正加力 Y 方向正加力 

3F(RFL) 9661.0 2.37 2.14 

2F(3FL) 5940.0 2.37 2.14 

1F(2FL) 1554.3 2.37 2.14 

 

 
図-3 修正柴田・若林モデルの履歴特性 4) 

Fig.3  Hysteresis characteristics of  

modified Shibata-Wakabayashi model 

 

 
図-4 ファイバーモデル概要 5) 

Fig.4  Overview of fiber model 

 

点は，要素両固定端から 0.5D（D：フランジ幅）の位

置，要素中央の 3 点とする。 

 なお，本研究のファイバーモデルは，要素分割など

は文献 5)に対し簡略化したものとなっているが，上記

モデルの提案論文の検証で用いられている実験結果な

どから妥当性は確認している。 

 以下，その他の解析条件を示す。 

・剛床は仮定せず，屋上面のスラブを弾性のシェル要

素でモデル化し，スタッドを模擬した剛梁で梁と連結
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図-2 屋上トラスの部材配置 

Fig.2  Roof truss member arrangement 
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する。 

・減衰はレーリー型とする。本検討建物においては，

後述の固有値解析結果（図-5参照）に基づき，1次（短

辺方向並進モード），5 次（X1 通り壁面外変形モード）

で h = 0.02 となるよう設定する。 

・P-Δ効果は，長期荷重による一定軸力に対して幾何剛

性を追加することにより考慮する。 

上記解析条件に基づき，2章に示した対象架構をモデ

ル化し，固有値解析を行った。主要モードのモード図

を図-5 に示す。剛床を仮定していない影響で，Y 方向

並進モード（全体 1 次モード）において弓なりの変形

モードが生じることが確認できる。 

 

4.  入力条件 

 

立体骨組モデルに対する 3 成分同時入力を想定し，

断層モデルによる 3 成分が紐づいた入力波群を作成し

た。内陸地殻内の領域震源を仮定し，マグニチュード

M が 5.5～7.3（0.1 刻み；各 M で 500 ケース）の範囲で

計 9500 ケースの断層モデルを作成した。表-2 に主な震

源パラメータを示す。断層モデル位置（M7.3 の例）を

図-6 に示す。断層モデルに基づき統計的グリーン関数

法により 3 成分波を作成した。得られた 9500 波から，

最大成分の加速度が 500～1500gal となる入力波を 100 

gal 刻みで 10 波ずつ計 100 波抽出した。その際には，

地震発生確率が G-R 則に基づき，かつ，震源距離 X に

比例すると仮定し設定した各入力波の発生確率から地

震ハザードを計算し，(M, X)の違いによるハザード寄与

度に応じて，各(M, X)に対する地震波数を決定した。 

 

5.  評価結果 

 

5.1  損傷指標 

部材フラジリティ評価においては，トラス要素でモ

デル化したブレース部材および屋上トラス斜材の損傷 

表-2 断層モデルパラメータ 

Table 2  Parameters of fault rupture model 

パラメータ 値 

マグニチュード M 5.5～7.3(0.1 刻み，19 通り) 

断層基準点水平距離 0～60km 一様分布 

断層上端深さ 断層全体が地震発生層(2km～21km)に含ま

れる条件で一様分布 

走向 180°～360°の範囲で一様分布 

(傾斜角 δ,滑り角 λ) (45°,90°), (90°,0°)の 2 通り(等確率) 

破壊開始点 ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ下端に一様分布 

断層全体の応力降下量 対数正規分布(exp(λ)=3.1，ζ=0.75 [Mpa] 8)) 

地震モーメント M0 武村(1998)より Mj から変換 

断層面積 M0≦7.5×1018の場合 Somerville et al.(1999)9) 

7.5×1018＜M0の場合入倉・三宅(2001)10) 

断層長さ：幅 2:1 

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ個数 M<6.35 のとき 1 個，M≧6.35 のとき 2 個 

全ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ面積/断層面積 正規分布(μ=0.22，σ=0.048) ) 

 

 
図-6 断層モデル位置（M7.3 の例） 

Fig.6  Location of fault rupture model 

 

が支配的になることを踏まえ，トラス要素の損傷のみ

を評価した。解析で得られた部材の軸変形履歴から，

文献 4)を参考に部材の局部座屈部のひずみ𝜀ℎを評価し，

疲労破断判定曲線に基づく累積限界値Σ𝜀ℎ𝑢に対する累

積応答値Σ𝜀ℎの比Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢を損傷指標（破断限界値：1.0）

として定義した（図-7 参照）。 

2～4 章に示す条件に基づき行った地震応答解析結果

から，Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢の分布と，Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢が比較的大きい部

材の応答履歴を抜粋して図-8 に示す。なお，いずれの

ケースにおいても部材破断は発生しなかった。図-8 の

対象サイト
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図-5 対象架構の固有モード（主要モード抜粋） 

Fig.5  Eigenmode of target frame 
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損傷分布より，X 方向ブレースの損傷が卓越する傾向

が確認できる。これは，X 方向の入力成分による影響

に加え，Y 方向入力においても，図-5(a)に示すように

弓なりのモードが発生し，X 方向ブレースに付加的に

応答が加わるためと考えられる。応答履歴からは，ブ

レースの全体座屈による圧縮側軸力の耐力低下が進行

していることが確認できる。 

また，図-8 に示す 2 ケースを比較すると損傷分布は

大きく異なることから，特定の入力波を対象とした決

定論的な評価方法では損傷分布の偏りが生じる可能性

が示唆される。 

5.2  各部材のフラジリティ評価 

入力波群 100 波の結果より，各部材のフラジリティ

を評価した。 

部材フラジリティ計算方法の概要を図-9 に示す。フ

ラジリティの計算においては，まず入力加速度 a（EW，

NS 成分の大きい方の最大値）と損傷指標Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢との

関係を(1)式でモデル化し，最小二乗法により係数 p，q

および標準偏差 β を求める。ただし，Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢 = 0とな

り対数を取れないケースもあるため，まず，Σ𝜀ℎ/

Σ𝜀ℎ𝑢 > 0となる確率𝑃(Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢 > 0)を最尤法により求

めた上で，Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢 > 0となる集合を抽出し，(1)式に

モデル化した。 

 

log⁡(Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢) = 𝑝 ∙ log⁡(𝑎) + 𝑞 (1) 

 

次に，得られた係数 p，q および標準偏差 β より，フ

ラジリティ中央値𝐴̅を(2)式から，対数標準偏差𝛽𝐴を(3) 

式から求めた。 

 

𝐴̅ = 𝑒𝑥𝑝((log(𝐶̅) − 𝑞)/𝑝) (2) 

𝛽𝐴 = 𝛽/𝑝 (3) 

 

ここで，𝐶̅：損傷率の限界値（=1.0）である。 

以上より，(4)式から，Φを標準正規分布の累積分布関

数として ⁡𝑃(Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢 = 1|⁡Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢 > 0)を求め，既に

算出した𝑃(Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢 > 0)と乗算することで，対象とす

る部材のフラジリティ曲線𝑃(Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢 = 1)を求めた。 

 

𝑃 (
Σ𝜀ℎ
Σ𝜀ℎ𝑢

= 1) = 𝑃 (
Σ𝜀ℎ
Σ𝜀ℎ𝑢

= 1|
Σ𝜀ℎ
Σ𝜀ℎ𝑢

> 0) ⋅ 𝑃 (
Σ𝜀ℎ
Σ𝜀ℎ𝑢

> 0)

= Φ(
log(a/𝐴̅)

𝛽𝐴
) × 𝑃 (

Σ𝜀ℎ
Σ𝜀ℎ𝑢

> 0) 

(4) 

 

 

図-7 損傷指標Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢の定義 

Fig.7  Definition of damage index Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢 

 

  
図-8 代表ケースのΣ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢分布とブレース応答履歴 

Fig.8  Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢-distribution and brace response history 

 

 
図-9 部材フラジリティ計算方法概要 

Fig.9  Overview of member fragility evaluation method 

 

0

100

200

300

400

500

0 10 20 30

累
積
ひ
ず
み

平均ひずみ

疲労破断判定曲線

∑εh

∑εhu累
積
ひ
ず
み

∑
ε h

500

400

300

200

100

0

平均ひずみ εh

疲労破断判定曲線

0         10            20            30

損傷率：∑εh / ∑εhu

（破断限界値：1.0）応答値

-5000

0

5000

-100 0 100

軸
力

[k
N

]

軸変位[mm]

-5000

0

5000

-100 0 100

軸
力

[k
N

]

軸変位[mm]M7.3，PGA=1383gal

0.50

0.40

0.30

0.20

0.10

0.00

Σεh/Σεhu

-5000

0

5000

-100 0 100

軸
力

[k
N

]

軸変位[mm]

-6000

0

6000

-50 0 50

軸
力

[k
N

]

軸変位[mm]

M7.2，PGA=1367gal

0.50

0.40

0.30

0.20

0.10

0.00

Σεh/Σεhu

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

0 1000 2000

P
(Σ

ε h
/Σ

ε h
u
>

0
)

PGA[cm/s/s]

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

0 2000 4000 6000

P
(Σ

ε h
/Σ

ε h
u
=

1
)

PGA[cm/s/s]

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

0 2000 4000 6000

P
(Σ

ε h
/Σ

ε h
u
=

1
)

PGA[cm/s/s]

-8

-6

-4

-2

0

2

6 6.5 7 7.5 8

lo
g

(Σ
ε h

/Σ
ε h

u
)

log(PGA)

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0 500 1000 1500 2000

Σ
ε h

/Σ
ε h

u

最大加速度PGA[cm/s/s]

部材iの全ケース応答結果

〇 Σεh / Σεhu＞0

〇 Σεh / Σεhu＝0

(2),(3)式で計算した ， を

に適用

Σεh / Σεhu＞0のケース(〇プロット)のみを
(1)式でモデル化，最小二乗法でp，q，β 計算

(1)式

(4)式に適用
(4)式に適用

最尤法



大成建設技術センター報 第 56 号(2023) 

30-5 

各ブレース部材のフラジリティ曲線を図-10 に示す。

図より，本検討の入力ケースの最大加速度 500gal～

1500gal において損傷確率がほぼ 0%の部材が散見され

る。横軸が1500gal以上になる領域は(1)式を外挿して評

価されるため，このようないずれの入力ケースにおい

ても指標値Σ𝜀ℎ/Σ𝜀ℎ𝑢が小さな値となる部材の評価結果

については，妥当性に特に注意する必要がある。 

 次に，ブレースごとの性能を相対的に比較すること

意図し，上記フラジリティ曲線に基づく HCLPF（High 

Confidence of Low Probability of Failure；高信頼度低損傷

確率）を評価した。HCLPF は，原子力施設のリスク評

価などで用いられる指標であり，対象部位の偶然的・

認識論的不確実さを踏まえた性能を単一値で表すこと

ができる。ここでは，(4)式が偶然的・認識論的不確実

さの合成値に基づくコンポジットフラジリティ曲線で

あると見なし，(4)式の 1%損傷確率に相当する入力加速

度をHCLPFとして評価した。これは，一般的にHCLPF

に用いられる 95%信頼度フラジリティ曲線の 5%損傷確

率が，コンポジット曲線の 1%損傷確率に相当すること

を考慮している。 

(4)式によるフラジリティ曲線に基づき HCLPFを計算

した結果を図-11 に示す。図より，Y3,4 通りの X 方向

ブレースと 3F 屋上トラスの損傷が支配的であることが

確認できる。図-8 に示したように，特定の入力波によ

る決定論的な評価方法では極端な結果になる可能性が

あるが，本手法により，入力波の応答特性によるばら

つきを踏まえた各部材の性能評価が可能となる。また，

定量値として得られた HCLPF より，設計時に想定され

る入力地震動の最大加速度に応じて，各部材の余裕度

（HCLPF/設計用入力加速度）を評価できるため，各部

材の余裕度目標値を適切に設定することで，特定の崩

壊モードを目指した設計や部材検定などの際に活用で

きる。 

 

6.  まとめ 

 

入力波群を想定した S 造ブレース架構のフラジリテ

ィ評価を行った。部材の座屈および破断を考慮できる

立体骨組の地震応答解析より，ブレースの破断を指標

とする各部材のフラジリティを求め，HCLPF を評価し

た。本報告では，入力波のばらつきに着目した条件に

基づく検討を実施したが，材料強度など入力波以外の

ばらつきによる影響を考慮した評価は今後の課題であ

る。 

 

 

 

図-10 各ブレース部材のフラジリティ曲線 

Fig.10  Fragility curves for brace members 

 

  
図-11 HCLPF 計算結果 

Fig.11  Evaluation result of HCLPF 
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